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１-１下野市の人口推移（国勢調査）

１. 下野市・栃木県の人口動態

出典：GD Freak (jp.gdfreak.com)

下野市の2015年の総人口は総務省統計局が2016年10月26日に公表した国

勢調査結果によると59,431人。5年前と比べると▲0.1％の減少。

国立社会保障・人口問題研究所が2010年までの国勢調査に基づくトレンド

から予測した2015年人口より386人(0.7%)多い見込みです。

だが、上記の「将来推計人口(2013年3月推計)」によると、今後2015から

2040年までには▲13.7％減少し、約5.1万人となる見込み。このとき2040年

の平均年齢は、2015年の 44.5歳から6.0 歳上昇し、50.5歳となる見込みです。
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１−２ 下野市の人口推移（住民基本台帳ベース）

出典：GD Freak (jp.gdfreak.com)

このグラフは下野市の住民基本台帳に基づく2010年から2016までの1月1日時点

における人口の推移を表しています。（この数値には外国人が含まれていません。）

2016年1月1日時点の人口は59,592人。

・前年からﾏｲﾅｽ0.3%、183人の減少。2年連続の減少。

・10年前の2006年からはﾌﾟﾗｽ0.2%(年率換算0.0%) 、114人の増加。

4



１−３ 下野市の人口構成

出典：下野市公式（city.shimotsuke.lg.jp）

2010 年(平成 22 年)から 2030 年(平成 42 年)にかけては、30 歳代の

人口が大きく減少し、これに伴い子どもの数も減少することが

予想されます。

また、65歳以上の増加に伴う高齢化の進行が予想されます。

出典：下野市公式（city.shimotsuke.lg.jp）
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１−４ 下野市年代別人口割合

出典：下野市公式（city.shimotsuke.lg.jp）

図表：年齢３区分別の人口推移と将来設計

少子高齢化の状況が続いており、2010 年(平成 22 年)には老年人口が

11,300 人(19.1%)、 年少人口が8,825 人(14.9%)となっています。

老年人口は今後も増加傾向が続き、2040 年(平成 52 年)では 17,625人(34.4%)

となることが予想されます。

一方、生産年齢人口は 2015 年(平成 27 年)以降、減少に転じることが予想

され、2010 年(平成 22 年)から 2040 年(平成 52 年)にかけて、約11,000 人の

減少。
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１−５ 下野市の高齢化比率

出典：GD Freak (jp.gdfreak.com)

下野市の2015年の総人口にしめる65歳以上の割合（高齢化比率）

は22.5％。全国平均（ 26.6％）よりも4.1ポイント低くなっています。

全国市区町村（2016年10月1日現在1741、ただし東京23区を含む）の

中で低い方から132番目です。

今後、高齢化率は2040年までに11.8ポイント上昇し、34.4％に達し、

おおよそ10人に3人が高齢者になると見込まれます。

図表：下野市の高齢化比率の推移
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１−６ 下野市世帯数推移

出典：GD Freak (jp.gdfreak.com)

このグラフは下野市の住民基本台帳に基づく2000年から2016年までの1月

1日時点における世帯数(外国人を除く)の推移を表しています。

2016年1月1日時点の世帯数は22,465世帯。前年からﾌﾟﾗｽ1.1%、254世帯の増

加。また10年前の2006年からはﾌﾟﾗｽ11.6%(年率換算1.1%) 、2,344世帯の増加で

す。

2016年の1世帯当たり平均人員は2.7人。10年前は3.0人で、この10年間で1世

帯当たり人員は0.3人減少しました。

図表：下野市の人口と世帯数推移（住民基本台帳ベース)
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１−７ 下野市の世帯構成比

出典：GD Freak (jp.gdfreak.com)

このグラフは下野市の2015年における一般世帯数の総数と単独世帯や

高齢世帯などの割合を示しています。当年の一般世帯総数は21,368世帯

で、その内訳は、単身世帯が25.3%、二人以上の世帯が残り74.7%、また

高齢単身世帯(65歳以上の単身世帯）と高齢夫婦世帯（夫65歳以上で妻

60歳以上の夫婦一組の世帯）を合わせた割合は16.1%となっています。

高齢者のみの一般世帯の割合は全国平均(22.5%)に比べ▲6.4%ポイント

低くなっています。
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１−８ 下野市の転出入動向

出典：RESAS (resas.go.jp)

出典：下野市公式（city.shimotsuke.lg.jp）

図表：男女別転出入動向《上：男性》《下：女性》
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１−９ 下野市の年齢階級別移動数

出典：RESAS (resas.go.jp)

純移動数は、転入数から転出数を控除した人数です。

６５歳以上の高齢者の移動数は増加していますが、１５歳〜６４歳の

生産年齢の移動は２０１３年、２０１４年とも減少しました。

２０１４年は若干であるが０歳〜１４歳が増加しました。
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１−１０ 下野市の出生数

出典：GD Freak (jp.gdfreak.com)

このグラフは下野市における住民基本台帳に基づく年間の出生数(外国人を除

く)の推移を表しています。2015年の出生数は474人。前年からﾌﾟﾗｽ1.7%、8人の

増加。前年より増加となったのは2年ぶりです。

また10年前の2005年からはﾏｲﾅｽ15.2%(年率換算ﾏｲﾅｽ1.6%)と、85人の減少。

「平成20年～24年 人口動態保健所・市町村別統計」(厚生労働省)によると、

下野市の2008年～2012年における赤ちゃんの出生数は、年平均で526人。

人口千人当たりでは8.9人（全国平均8.4人）となり、全国の1,741市区町村

中312番目です。同期間の1人の女性が生涯に産む平均子供数を推計した合計

特殊出生率では1.41で1116番目。

ちなみに、婚姻件数及び離婚件数は、それぞれ人口千人当たり4.9件(全国

平均5.5件)、1.53件(全国平均1.94件)となっています。
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１−１１ 下野市の年齢階層別移動数

出典：RESAS

２００５年をピークに、総人口・生産年齢人口・年少人口が毎年減

少しています。

それに対して老年人口は、毎年増加傾向にあります。
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１−１２ 栃木県の人口推移 （国勢調査）

栃木県の2015年の総人口は総務省統計局が2016年10月26日に公表した国

勢調査結果によると197.4万人。

5年前と比べると▲1.7％の減少。減少率は都道府県の中では32番目に大

きい。国立社会保障・人口問題研究所が2010年までの国勢調査に基づくト

レンドから予測した2015年人口より517人(0.0%)多くなっています。

だが、上記の「将来推計人口(2013年3月推計)」によると、今後2015から

2040年までには▲16.8％減少し、約164万人となる見込み。このとき2004年

の平均年齢は、2015年の 46.4歳から5.3 歳上昇し、51.6歳となる見込みです。

出典：GD Freak (jp.gdfreak.com)
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１−１３ 栃木県の人口推移（住民基本台帳ベース）

このグラフは栃木県の住民基本台帳に基づく2010年から2016までの1月1日

時点における人口の推移を表しています。（この数値には外国人が含まれてい

ません。）

2016年1月1日時点の人口は1,965,319人。前年からﾏｲﾅｽ0.4%、7,831人の減少。

8年連続の減少。また10年前の2006年からはﾏｲﾅｽ2.2%(年率換算ﾏｲﾅｽ0.2%)と、

44,179人の減少しました。

出典：GD Freak (jp.gdfreak.com)
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１−１４ 栃木県の高齢化比率

図表：栃木県の高齢化比率の推移

出典：GD Freak (jp.gdfreak.com)

栃木県の2015年の総人口にしめる65歳以上の割合（高齢化率）は25.9％。

全国平均（ 26.6％）よりも0.７ポイント低くなっています。

都道府県の中で9番目に低い。今後、高齢化率は2040年までに10.4ポ

イント上昇し、36.3％に達し、おおよそ10人に4人が高齢者になると見込ま

れます。
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１−１５ 栃木県の転出入動向

出典：RESAS (resas.go.jp)

転入超過：１位茨城県、2位福島県、３位山形県、４位青森県で、

全体の53.5％を占めています。

転出超過：１位東京都、２位埼玉県で、全体の76.9％を占めてい

ます。

図表：栃木県 From-to分析（定住人口）2015年
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２−１ 下野市の経済循環動向

出典：RESAS (resas.go.jp)

生産（付加価値額）を分配（所得）で除したのが地域経済循環率で、地域

経済の自立度を示しており、値が低いほど他の地域から流入する所得に対す

る依存度が高くなります。

下野市の地域経済循環率は74.2％となっています。
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２. 経済概要



２−２ 栃木県の経済循環動向

出典：RESAS (resas.go.jp)

生産（付加価値額）を分配（所得）で除したのが地域経済循環率で、地域経

済の自立度を示しており、値が低いほど他の地域から流入する所得に対する依

存度が高くなります。

栃木県の地域経済循環率は100.2％となっています。
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３−１ 下野市の産業

出典：RESAS (resas.go.jp)

下野市の産業は、１位が卸売業.小売業22.4％、２位が建設業15.0％、

３位が宿泊業・飲食業10.7％となっています。

図表：企業数(企業単位) 2014年

宿泊・
飲食業
10.7%

20

３. 産業概要



３−２ 下野市の就業者数と産業構成

出典：GD Freak (jp.gdfreak.com)

３−３ 栃木県の就業者数と産業構成
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３−４ 栃木県商工会地区の産業別景況概要

出典：栃木県商工会連合会
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３−５ 栃木県商工会地区の産業別景況概要

出典：栃木県商工会連合会

売上額（収入高）

今期売上のDI値の内訳は、前期と比べ増加企業・減少企業ともにほぼ横這いであり、
DI値は前期より1.8ポイントの増加となりました。

来期の見通しについては、増加を予想する企業が5.0%減少し、不変を予想する企業が
8.3%増加するため、DI値は-35.0ポイントと、今期より1.7ポイントの悪化を予想していま
す。

採算（経常利益）

今期DI値の内訳を見ると、好転企業は変わらないものの、悪化企業が6.7%増加したため、
DI値は、-40.6%となり、前期に比べ6.7ポイント悪化しました。

来期の見通しは、好転を予想する企業が5.0%増加するため、DI値は-42.4ポイントと、
更に悪化する予想となっています。
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４−１ 下野市のサービス業（飲食業）

出典：RESAS (resas.go.jp)

宿泊業・飲食サービス業では、90.5％が飲食店（152社）が占めています。

図表：宿泊業，飲食サービス業

24

４. 下野市のサービス業



４−２ 下野市のサービス業従事者

出典：RESAS (resas.go.jp)

サービス業従事者では、１位卸売業・小売業で24.1％、２位が製造業

19.5％、３位が建設業12.5％.４位が宿泊業・サービス9.9％となっています。

宿泊・
飲食業
9.9%
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４−３ 下野市のサービス業売上高

４−４ 下野市の労働生産性

栃
木
県
平
均

全
国
平
均

下
野
市

出典：RESAS (resas.go.jp)
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今期の設備投資の状況は、計画していた企業割合21.7%に
対し、実施企業は8.3%となり、計画を大幅に下回る結果
となりました。

来期に設備投資を計画している企業は、前期に比べ
5.0%(21.7%→16.7%）減少した企業が計画しています。

図表：設備投資の状況

図表：経営上の問題点の状況

出典：栃木県商工会連合会

１位の問題点では、「大企業の進出による競争の激化」、「従業員
の確保難」、「熟練技術者の確保難」、「官公需要の停滞」が同率
(15.8%)で挙げられました。

１位〜３位の問題点では、前述の問題に加え「請負単価の低下、上
昇難」(36.8%)が高い値で挙げられています。
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４−６ 栃木県観光客入込数・宿泊数

出典：栃木県産業労働観光部観光交流課
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４−７ 外国人宿泊数

出典：栃木県産業労働観光部観光交流課
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４−８ 外国人居住者

出典：栃木県庁
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図表：工業の主要指標

出典：栃木県庁
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５. その他の指標

５−１ 栃木県の工業の主要指標



図表：本県工業の推移

図表：事業所数の推移

出典：栃木県庁
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５−２ 栃木県の工業・事業所の推移



図表：市町別事業所数

出典：栃木県庁
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５−３ 栃木県市町別事業所数



図表：市町別従業者数

出典：栃木県庁
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５−４ 栃木県市町別従業者数



図表：製造品出荷額等の推移

図表：産業別製造品出荷額等構成比

産業別に見ると、16産業が増加し、8産業が減少しました。増加額が多かった産業は、

飲料・たばこ（増減額602億円、増減率7.4%)で、増加率の高かった産業は、はん用機械

(増減額289億円、増減率13.8%)、木材(増減額100億円、増減率11.7%)、窯業・土石(増減

額176億円、増減率11.7%)でした。減少額、減少率ともに高かったのは情報機械(増減額

▲1,150億円、増減率▲29.4%)で、これは減少額の7割以上を占めるものでした。

産業別に構成比をみると、輸送機械(19.1%)、飲料・たばこ(10.5%)、電気機械(9.7%)、

科学(7.1%)、食料品(6.8%)が上位を占め、これら5産業で全体の5割を占めました。

出典：栃木県庁
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５−５ 栃木県の製造品出荷額等の推移



図表：市町別付加価値額

出典：栃木県庁
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５−６ 栃木県市町別付加価値額



図表：市町別現金給与総額

出典：栃木県庁
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５−７ 栃木県市町別現金給与総額

た。



５−８ おもてなし認証企業数 ２０１７年版

出典：おもてなし規格認証HP

栃木県では６月２日現在で１８９社がおもてなし認証を受けています。

そのうち宿泊業・飲食サービス業は１１社が認証を受けています。

下野市では認証を受けている飲食サービス企業はまだありません。

認証企業数

栃木県 １８９社

内飲食サービス業 １１社
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